
日米関係は、日本にとってあら

ゆる外交・経済関係のベースにな

るものですが、歴史も長く、議論

はし尽くされた感があります。一

方、最近の中国の台頭は目覚まし

く、米国でも中国を政治的・経済

的に強く意識するようになってい

ます。まして日本にとって中国は、

製造業を中心にビジネス上組み込

まれた存在ですし、物理的に近い

こともあり、無視できないのです。

こうした状況の中で、日米だけ

で物事を解決していくことは困難

です。グローバルな問題はもちろ

ん、日米関係でさえも、中国を交

えた形の三極で考えていかざるを

えません。当委員会は「米州委員

会」という名称ではありますが、

日米関係にとどまらず、様々な事

象についてトライラテラルに検

討、議論してきました。

日米だけで物事を解決するのは
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概要　
ミッションの派遣等の交流活動の推進と
ともに、米州地域に関する時事的課題の
把握・検討を行っている。
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また、あくまでも経済人の立場

で考えていこうということで、安

全保障などの領域には踏み込みま

せんでした。より身近な問題とし

て、「アジア太平洋地域のために

日・米・中でやれることが多々あ

るはずだ」という観点から、議論

を深めていきました。

2006年4月、「米国経済政策動向

調査」を実施し、戦略国際問題研

究所（CSIS）・ブルッキングス研

究所・全米商工会議所と意見交換

を行いました。その中で、米国側

が「日本はきわめて安定した成熟

国家であり、パートナーとして信

頼が置ける」と考えていることを

実感しました。「近年、日本は米

国に無視されているのでは」と心

配する経営者の方も多いですし、

私自身、日本を研究する専門家や

機関の数が減っている点に危惧を

抱いていました。しかしながら、

むしろ本当に信頼しているからこ

そ、相対的に日本に対する意識が

下がっているのであって、否定的

に捉える必要はないようです。

他方、中国に対しては、国際的

役割を期待するというよりも、巨

大マーケットを抱え影響力も大き

いということで、期待半分・不安

半分に感じていることが分かりま

した。この点で、アジア太平洋地

域の安定のために、日本は近隣諸

国と良好な関係を築いてほしい

と、米国側は考えていました。

私は2005年度より委員長を務め

てまいりましたが、6名の副委員

長にご留任いただくなど多くの方

のご助力を得て、2006年10月に報

告書をまとめることができまし

た。常に国際情勢の変化をウォッ

チしていく必要があり、2月に中

国委員会の皆様にもご参加いただ

くパネルディスカッションを予定

しています。
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